


令和６年度 財政健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 

この財政健全化審査は、町長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎と

なる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

 

（１）総合意見 

  下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も適正に作成されているものと認められる。 

 

令和６年度    令和５年度   早期健全化基準 

（％）      （％）      （％） 

① 実 質 赤 字 比 率      —             —        13.71 

② 連結実質赤字比率      —           —        18.71 

③ 実質公債費比率       9.8       10.0         25.0 

④ 将 来 負 担 比 率      —         15.8       350.0 

 

（２）個別意見 

  ① 実質赤字比率について 

各会計ともすべて黒字決算である。良好な財政運営がなされており、早期健全

化基準の範囲内である。 

  （実質赤字比率 －7.81％（前年度 －8.44％）となっている。） 

 

  ② 連結実質赤字比率について 

   早期健全化基準の範囲内である。 

  （連結実質赤字比率 －10.35％（前年度 －12.04％）となっている。） 

 

  ③ 実質公債費比率について 

   早期健全化基準の範囲内である。 

  （実質公債費比率 9.8％（前年度 10.0％）となっている。） 

 

  ④ 将来負担比率について 

   早期健全化基準の範囲内である。 

  （将来負担比率 －6.78％（前年度 15.87％）となっている。） 



（３）総括意見 

  

令和６年度の財政健全化比率は、前述のとおり申し分ない数値であり、堅実な財政

運営が継続されていることが示されている。財政調整基金等の状況からも、当面は財

政運営上の問題は無いと見られる。 

近年の堅実な財政運営は、ふるさと納税収入の増加に大きく支えられていることは

間違いない。しかし、ふるさと納税を取り巻く状況は変化しており、国もその運用に

対して注視を強めている。本町としても、ふるさと納税による収入増加は歓迎しつつ

も、国の基準に則った慎重な運用を心がける必要がある。この制度のメリットだけで

なく、潜在的な課題や制約も十分に認識した上で、持続可能な制度運用を目指してい

くべきである。 

今後、地方債償還額は減少していくものの、町が発行する一般単独地方債の割合が

増加することが懸念される。特に、義務教育施設等の大規模改修工事の実施状況によ

っては、数年後に財政状況が悪化する可能性も否定できない。 

こうした将来的な財政状況の変化に適切に対応していくためには、ふるさと納税や

地方債への過度な依存を避け、新たな財源確保や行財政改革を推進していく必要があ

る。事業の選択と集中を図り、効率的かつ費用対効果の高い財政運営をこれまで以上

に強化することで、通常収支の均衡を維持していくことを目指していくことを望むも

のである。 

 

 


